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第６章　基本構造の模索

第一部において、「貧困と環境破壊」、「環境破壊と武力紛争」、そして「武力紛争と貧困」が、それぞれ相互に関係を有している点について考察した。これらから、「貧困、環境破壊と武力紛争」の三つは、相互に影響し合っている点が看取されている。貧困、環境破壊と武力紛争の三つが相互に影響し合う過程を、「三つの困難の悪循環」あるいは単に「悪循環」と仮称する。更に、前章においては、いくつかの代替表象を手掛かりにして、三つの困難が併存する状況について確認し、更に、これらがそれぞれ社会の脆弱性と関係している、という点について考察した。

三つの困難の悪循環は何故起こるのか。何を契機として悪循環は始まるのか。如何なる状況が悪循環を促進させるのか。特に貧しい国において環境破壊と武力紛争が非常に高い確率で集中し顕在化しているが、何故そうなるのか。また、貧しい国において環境破壊と武力紛争悪循環が顕著に見られる国もあれば、そうでない国もあるが、その違いはどこにあるのか。そして、社会の脆弱性はこれらの問題と関わっているのか。

これらの疑問に迫るために、本章では、いくつかの個別の事例を考察する。

６−１　島嶼の悲劇三態（イースター島ほか）

環境の人為的収奪による生態系の崩壊とこれがもたらす社会の悲劇は、環境容量が小さい比較的閉じた空間、すなわち島嶼や他の生態系と隔絶した山間地などにおいて顕著に観察される。環境が収奪の圧力に屈したとき、社会はまたたく間にその社会を支える自然環境とともに崩壊し、その崩壊の過程で人々の暮らしは窮乏を極め、生存を賭けた悲惨な殺戮が繰り広げられる。

その典型がイースター島である。ポンディング（1994）は、膨大な環境史を、同島の悲劇が人類に与える教訓から説き出している
。洗練された祭祀と記念碑の建造に耽り、天文学その他で高い知的水準を示したイースター島の社会は、16世紀にその絶頂を迎えるや否や忽然と姿を消した。巨大な石像に関しては宇宙人説まで飛び出したが、綿密な現地調査の結果、現在ではその経緯が概ね解明されている。過去1000年にわたり多大な犠牲を払いながら築き挙げられてきた文明社会が、その生態環境とともについえさった原因は、１）祭祀に用いられた巨大な石像群の運搬その他に費やされた森林資源の枯渇と、２）急激な人口増加、そして、３）その中で繰り広げられた氏族間の直接的な武力衝突であった、とされている。枯渇していく資源を巡ってほぼ恒常的な戦乱状態になり、さらに蛋白源が少なくなるに及んで喰人行為さえ行われた、と言われている
。

ハワイ諸島においても、15世紀以降、人口増加による土地の争いが起こり階層分化が進み、集権的な支配被支配構造が発達し、18世紀末に統一されるまで争いが続いた
。ハワイ諸島に約50人程度のポリネシア人が初めて入植したのは、紀元500年頃であるが、1100年頃には、人口は2万人に達し諸島のすべての島の沿岸部に集落ができ、定住地が内陸部に拡大していった。15世紀初頭において利用できる土地がほとんどすべて利用され尽くした。土地を巡る争いが激化するとともに、条件の悪い土地で無理に耕作するために凶作がたびたび発生したが、これのよって社会的政治的問題が増大し、権力の統制強化を招いた。旧来共有されていた土地は、支配者のものになり農民の多くは小作人となっていった。族長たちが、支配領域の拡大に努めた結果、争いが相次ぎ、1795年に統一されるまで続いた。

ヨーロッパの膨張と植民地における環境収奪の原型は、15世紀のポルトガルとスペインによる大西洋や太平洋の島嶼への進出に見出される（石1997）。マデイラ諸島、カボベルデ諸島、カナリア諸島などの歴史は、商品作物のプランテーションや木材の輸出などによる収奪の結果、島の自然が回復不可能な程度に破壊されるプロセスを体現している。「占領→植民地化→商品作物のプランテーション＋森林資源等の輸出→島の天然資源の徹底収奪→環境の壊滅」というプロセスを辿って、当初厚い森林で覆われていたこれらの島の生態系は回復不可能な程度に崩壊し、その中で、島の生産力は急減するとともに、植民地体制下での島民の強制労働（奴隷化）とヨーロッパから持ち込まれた伝染病などによって人口は急減し、島の社会の窮乏化が進む、という事態に至っている。

祭祀と氏族間の抗争で明け暮れたイースター島の人々は、極限まで島の生態系を破壊してしまったことによって自らの生活基盤を失い破滅した。ハワイ諸島の場合は、一族長による島嶼の制覇によって抗争は終結した。社会の階層分化と専制は新たな不幸を招来したが、少なくとも、武力紛争はなくなり、貧困と環境破壊が相乗して悪循環するといった事態は避けられた。また、マデイラ諸島などの場合は、圧倒的な植民地支配の武力に前に隷従を強いられた島民にとって、島民同士が稀少化する資源を巡って争うような余力は残っていなかった。

これらの事例から言えることは次の２点である。

1） 環境容量を超えた環境資源の収奪は、人口の増加、すなわち環境資源に対する需要の増大などを伴うことによって、環境資源を巡る紛争を引き起こす直接間接の原因となる。

2） 環境資源の収奪に起因する争いは、外部にその捌け口を求めたり、あるいは、圧倒的な政治権力による統制などを通じて抑制されることがある。

６−２　危機の回避（日本）
斉藤修（1998）は、日本の徳川時代前半は、人口成長と土地開発と環境破壊の三つが同時進行した時代であった、と考察する。1600年の総人口1800万人から1720年には3000万に達したと推定されている（速見・宮本1988）。当時の森林破壊の定量的把握はなされていないが、「天下の山林十に八尽く」（熊沢蕃山）という観察を始め、17世紀半ばから18世紀にかけて木材枯渇の状況が相当程度激しいものであったことが推察される。

1666年（寛文6年）の「諸国山川掟」による幕府の対応は、開発万能主義を放棄した農政上の重要な転換点であったと評価されている（大石1977）。更に、「御林」とよばれた領主直林で行われた「留山」（林野の囲い込み）や「留木」（特定樹種の伐採禁止）などの各藩による森林資源保護策に加え、採取林業から育成林業への転換が生態系の崩壊に歯止めをかけた。

トットマン（Totman 1989）は、日本列島が今日の途上国にみられるように禿げ山にならなかった理由として、「割山」（分割した責任管理）、「年季山」（官有林のリース）、「部分（ぶわけ）山」（成木を予め合意された割合で分収すること）などの、制度的な取り決めを挙げている。

これらの言説を俯瞰し、斉藤は、「なぜ、今日の第三世界のようにならず、日本列島は緑に保たれたかという問への答は、紛争解決の努力のなかから、意図した結果ではなかったにせよ、“共有地の悲劇”を回避し、植林を奨励する効果を持つ制度が選択された点に求められる」としている。

日本は、江戸時代中期において、人口爆発と環境資源の枯渇が相俟って争乱が生じ、争乱の結果社会の秩序は更に乱れ貧困が深化していく、というような悪循環の入り口のところで踵を返した、と言える。日本のこの経験から、悪循環に至るプロセスに、適切な「制度」の選択が歯止めをかけうるという考察は、現代の途上国の問題を考えるうえで重要な示唆を与えている。

しかし、これらの考察から議論を発展させるに際しては、次の２点に留意する必要がある。

第一に、「制度」は必要条件であって十分条件ではない、という点である。第二は、「制度」の実効性を可能ならしめている社会的文化的基盤が重要である、という点である。この中には、規範を遵守する文化の存在や、遠い将来の便益に向けて投資を行うことを可能とする社会の安定性などが重要な要因として想定される。日本が適切な「制度」を導入し得たのも、そのような基盤があったからであると考えられる。

林業家であった熊沢蕃山（1619-1691）は、防災、農業、水運などの多角的な視点から森林と土壌保全の重要性を説いたが
、その言説は、日本の伝統的な対自然観の中に根ざすものであったと言えよう。

日本における伝統的な自然観が、いかに生態系の保全や循環の思想を重視していたか、という点については、河鍋暁斎（1831-1889）の『百鬼画談』や山東京伝（1761-1816）の戯作『四書京伝余師』、寺門静軒（1798-1868）の『静軒痴談』などに如実に表現されている
。また、リサイクルの発想は当時の支配階級においても徹底していた
。

加藤三郎（1995）は、１）江戸前期の「開発の時代」を経て18世紀前半、特に元禄時代以降、幕末に至る約160年の間、日本は、人口の増加もほとんどなかったこと、２）超低成長時代
を迎え輸出入もなく人の出入りもないほぼ完全に閉鎖された社会で長く「循環型」社会を維持したこと、を指摘したうえで、このような日本の歴史は、人類の「歴史上希に見る『実験』であった」と考察している。

江戸は、糞尿を肥料として農村に還元する制度が確立していた
ことなどにより生活環境の悪化が進まず、隅田川で白魚がとれた。江戸は、パリやロンドンより大きな人口を持つ大都市だったが、これらの都市よりもはるかに衛生的であった
。また、江戸は犯罪の極めて少ない都市で正規の警察官（同心）は24人に過ぎなかったといわれている
が、この点も注目すべきであろう。

しかし、周知のとおり江戸時代においてすべての人々が常に穏やかな暮らしを享受できたわけではない。都市生活を支えた農村においては、凶作が続くと元来貧しい農民の暮らしは凄惨を極め、しばしば「惣百姓一揆」
という政治的な抗議行動の延長としての武力紛争が生じ、同時代を通じて3200回にも達した
ことも併せて忘れてはならない。

斉藤（1998）、トットマン（1989）及び加藤（1995）らの言説を踏まえ、更に、循環型社会を慫慂する社会的文化的土壌を重ね合わせたうえで、改めて、何故、日本が江戸時代の折り返し地点で、環境収奪型の経済発展から循環型の安定社会への転換を遂げたのか、を問うてみることによって次の三つの論点が浮かび上がる。

第一の論点は、循環型社会の価値観と拡大再生産型成長志向社会の価値観との相克である。日本の場合は、歴史の転換点において、両者が拮抗しその後循環型社会の価値観が優位に立ったと言える。ここから派生して、何が契機となってそのような価値観が優位に立ったのかが問われなければならないが、その点で次の論点が問題となる。

第二の論点は、その転換点において中央政府が果たした役割である。転換の契機のひとつは、斉藤が指摘するような環境破壊に対する社会の危機認識であり、いまひとつは、当時の幕府の対応、すなわち施策の転換である。加藤は、「元禄以前の、いわばインフラストラクチャー整備は終わりを告げたわけである。開発にかわって精緻な農業技術の発展や資源の再点検の方向に向かった。（中略）　大開発時代が終わって後に減税があり、皆が共同して自分たちの生活を維持し、より豊かにしようという機運が高まり、上がその機運を受け止めた」（傍点筆者）と述べている
。この点は、トットマンによる「制度」の積極的評価と軌を一にする。これに対して、倦むことなく祭祀に明け暮れ、各氏族がその祭祀の豪華さを競い合い、それによって限界まで環境を収奪し続けたイースター島の事例とは好対照をなす。「仮に、同島において島全体の利益を調整する政治機構がすでに存在していたとしたら破局は避けられたであろうか」という問いは、「日本において仮に統治機構の統一と社会問題解決のための政治制度の確立がなされる前に、生態系の危機が訪れていたらどうなっていたであろうか」という問いと表裏をなす
。

第三の論点は、鎖国の影響である。鎖国政策は、列強によって翻弄されることを避けつつ日本の経済と社会の成熟化をもたらすことに貢献したが、他方で、日本人が潜在的に持っていた海外への進出意欲を殺ぎ、人々に当該地域社会が置かれている環境の容量内で生活することを余儀なくさせるものであり、その点で危険な賭けであったとも言える。矢野暢（1975）が指摘するとおり、日本人の海外展開の嚆矢は江戸時代以前から見られるが、この芽が鎖国政策によって摘まれ、本来海外に向かうはずであったエネルギーが国内に閉じこめられた。このエネルギーが国内社会の成熟化に向かうに際してうまく活用されるために、統一された安定的な政治権力が果たした役割は少なくないものと評価すべきであろう。

　このように江戸中期の日本は、循環型社会に適した伝統的な価値観、政府の政策・制度とこれに実効性を持たせる地域共同体の制度・規範意識などが相俟って、社会全体としては、貧困、環境破壊、武力紛争という三つの困難の悪循環をかろうじて回避し得た歴史的事例のひとつとして数えることができるであろう。

６−３　歴史における危機の反復（スリランカ）

古代セイロン人は、紀元前500年頃から灌漑を始め、紀元5世紀までに灌漑が可能な土地はほとんど灌漑され尽くした。人口が増加するにつれて、高地の森林から樹木を伐採し流亡と浸食が促進された。洪水と沈積土が運河を浸食したり梗塞したりし、溜め池が枯渇すると飢饉が生じて貧困と争いを経て、島の人口は減少した。文明は12世紀頃に没落した。その後、一時的に土地は地力を回復したが、16世紀のイギリス人とオランダ人の入植以来再び土壌浸食が始まった。1931年、イギリス政府が命じた特別委員会は土壌浸食を調査し、その被害が甚大であることを確認した。そのうえで、同委員会は私有地・公有地を問わず土地利用を厳しく制限する措置を勧告した。しかしながら、島のほとんど全耕地にひどい浸食を見出した。また、流水による沈積土の影響も極めて深刻であった。古代セイロン文明から1000年以上を経て発達した技術をもってしても、古代文明による灌漑施設のレベルにまで農業インフラを整備復旧することは不可能であった
。　

1948年に自治領となった「セイロン」は、増え続ける人口と食糧需要に対応するため、マハヴェリ河開発計画という巨大プロジェクトを構想した。しかし、貧弱な国家財政規模にそぐわない構想そのものに無理があったことと、推進の基盤となる政治状況が不安定であったことが重なり計画は予定どおり進まなかった。この中で、政府と植民地時代からのプランテーションの利権を承継し政府を支える新興エリートに対する農民たちの反感は募っていった。

これに対し、政府は、貧しさに喘ぐ農民の不満をそらすために特定の社会集団をスケープゴートにしつつ、国民意識の形成を図っていった。スケープゴートになったのは、植民地時代にプランテーション労働者としてインドから連れてこられ、シンハラ人から心情的によそ者にされていたインド系タミール人や、英国の植民地時代に重用され、また、活発な経済活動などゆえにシンハラ人の反感を買っていたスリランカ系タミール人たちである。土地の払い下げは実質的にシンハラ人などの支配層とその係累に限られ、マハヴェリ・プロジェクトの当初計画では対象となっていたインド系タミール人が居住している北部や東部の沿岸部は対象からはずされた。1977年以降、プロジェクトは急速に進展したが、そこにおける裨益者の大部分はシンハラ人に限られた。開発地帯の「シンハラ化」が進み、開発の結果民族の住み分けがいっそう画然としてしまった
。

このような状況が進展する中で、タミール人の多い北部と東部の分離独立を勝ち取ろうとする「LTTE:　タミールイーラム解放の虎」と呼ばれるタミール人過激派が次第に力を強めるに至った。LTTEとスリランカ政府の間で何度か衝突が起こっていたが、これらの争いは次第に先鋭化していった。1983年の争乱によって、シンハラ人とタミール人という「民族間の争い」というかたちが決定的となった。この争乱では、独立要求などと無関係な人々が単にタミール人であるというだけで標的となった。しかも虐殺には一般市民も加わった。600人を超えるタミール人が虐殺され、数千人が難民となった。（岡本1996ほか）
 

このように、スリランカは、歴史上少なくとも２度にわたる生態崩壊の危機を経て現代に至っている。最初の危機（12世紀）においては、貧困よりはむしろ文明の勃興と人口増加による環境破壊が契機となり、その後、文明の崩壊過程で、貧困、環境破壊、武力紛争の悪循環が現出した。２度目の危機（20世紀）においては、統治者であった英国の環境保全政策によって最悪の事態は免れた。しかし、土壌の流失に代表される生態系の損傷によって潜在的生産力は顕著に低下し、独立後の経済的発展を阻害する要因となった。

その後、巨大開発計画のプロセスにおける民族対立というかたちでの国民の２極分化が武力紛争への道を拓くことになったが、その根底には、強いダメージを受けた生態系とこれに依拠する農業インフラの限界の中で開発がままならないという状況があり、さらにそのような状況において多数派を形成する民族の不満を懐柔しなければならないという事情があった、と言える。

６−４　同時代の対照（ハイチ、ドミニカ共和国）

ハイチは、ルワンダとともに、20世紀において最も劇的な環境収奪が行われ、かつこれが社会の混乱と国内紛争に大きな影響を与えた例として知られている。ハイチは、かつて「アンティル列島の真珠」として知られ森に覆われた肥沃な土地であった（ジェシカ・マシューズ）。しかし、現在の森林面積は国土の2％に満たない。中南米地域唯一の後発開発途上国（LDC）であり、かつ、人間開発指標（HDI）下位国である。

同国は、1804年に、初めての黒人国家として独立したが、独立以来黒人指導者による専制が続いた。1980年代以降は軍事クーデターその他国内の武力紛争が相次いでいる。国土の50％のおいて表土は完全に流出し、耕作は不可能となっている。人口の約１割に当たる60〜80万人が隣国のドミニカ共和国に逃れ不法滞在をしているが、その90％は旱魃と貧困から逃れてきた環境難民であるといわれている
。貧困、環境破壊と武力紛争の三つが集中して顕在化している典型である。

ハイチの人口は1980年代以降急増した。1980年にすでに60万人に達していた土地なし農民が都市や隣国に流出した人口を除いても100万人に達した（多谷2000）
。ただし、土地無し農民が急増して農村からあふれ出したことの原因は、他の中南米諸国の場合と同じような極めて不均衡な土地所有と社会間格差に由来するものではなく、むしろ、急速な人口増加と土地の疲弊による農地の減少であるとされている。ハイチは、中南米では極めてユニークなことに公平な土地所有が進んでおり、私有のうちの73％が、１戸当たり4ha未満の小農によって所有されている（Catanese1990）。これは、フランスからの独立後、プランテーション制度の解体に際して、小規模の単位に分割されて分配されたことによる（Weil 他1982）。その後急速な人口増加と土地の疲弊による農地の減少、特に一人当たりの農地の減少によって、食糧自給が困難になり、国内外へ難民としてあふれ出したものと推定されている。

ホーマーディクソン（1999）は、このような主に需要増大に基づく環境的欠乏は、同国政府による農地と森林の保全管理及び産業化に向けての適切な投資が行われていたならば、ある程度防ぎ得たのではないかと指摘する。しかし、現実には、政治権力によって富を収奪することにしか関心がない黒人エリートと混血（Mulatto）エリートの双方が対立抗争が明け暮れる中で、そのような施策は実施されず、農業生産基盤は劣化の一途を辿った。人口増加が加速される中で、1983年から1993年までの間に、農業生産量は17％低下し、一人当たりの生産量は31%低下するに至っている
。

 ウォーリッチ（Wallich 1994）は、政府軍関係者が、援助団体による植林プロジェクトを妨害したことを報告している。妨害の理由は、軍関係者が稀少な森林を私的に管理することによって農民から収奪するという構造を維持するためであった。援助団体と地域社会による植林プロジェクトの推進は、軍の介在し得ない森林を増加させることに繋がる。これに対して既得権の喪失を恐れた軍関係者がこれらのプロジェクトを妨害したというわけである。

1980年代以降、経済社会状況が更に悪化していく中で、国民、特に都市に流出した元農民の不満が高まった。旧来、ハイチの国内の争いというものは、主にエリート間の抗争であったが、これに加えてエリート官憲対都市の貧民という新たな対立の構造が生まれた。1989年、はじめて民主的な選挙が実施されたが、これによって選ばれたアリスティードは、貧しい人の支持を得るため富裕層に対する敵愾心を煽り一端政権を握ったが、２年後のクーデターで亡命を余儀なくされた。その後成立したデ・ファクト政権に対しては、その成立の経緯が民主的でないということから、米国を含む国際社会は経済制裁を行った。これによって更に国家の基盤は弱体化していった。

マックスウェル（Maxwell 2000）は、環境的欠乏が武力紛争に繋がる契機として、経済の後退、人口移動、脆弱な政治制度を挙げているが、ハイチの事例は、これらの三つが複合しているという点でも注目される。

このようなハイチの状況と対比して、多谷（2000）は、ドミニカ共和国に対する分析を併せて行っている。多谷は、ハイチと対照的に、ドミニカ共和国が社会を安定化させ得た主な要因として、民主的な政権による社会経済開発が功を奏したことと人口増加の抑制に成功したことの２点を上げている。同国は、ハイチと同様に急激な人口増加を経験したが、1965年以降、バラゲルが連続７期にわたる安定政権において、民主政治の確立とともに、社会経済開発の推進に努めた。さらに、同政権は、教会の協力も得て人口家族計画を積極的に推進し人口増加を抑えることに成功した、と言われている。ちなみに、同国の避妊普及率が64%であるのに対し、ハイチは18％となっている
。ただし、1975-98年の間の年平均人口増加率が両国ともに、2.1％であること
に留意すべきである。また、初等教育就学率に関しては、ドミニカ共和国が91.3％であるのに対し、ハイチは19.4％に過ぎない。

農地・森林保全への公共行動の重要性に言及した先のホーマー・ディクソンの考察や政府の施策に着目した上述の多谷の分析などは、貧困、環境破壊と武力紛争の悪循環に転落した国とこれを避け得た国との違いについて重要な知見をもたらしている。

６−５　大規模開発の衝撃（セネガル・モーリタニア）

セネガルとモーリタニアを南北に隔てて流れるセネガル河の両岸には、両国から双方の人々が日常的に往来していた。この河川流域には200万人がいくつかの部族に分かれて住んでおり、その多くは、重点の置き方は多様であったが、農業、漁業と牧畜業を組み合わせて生計を立てていた。牧畜に多くを依存しているムーア人などは、乾期は谷間で過ごし、雨期や洪水の時期にはサヘル地域に移動していたが、近隣の農業主体の部族と共存する伝統的な仕組みが出来上がっていた。

1972年、両国とマリの３カ国は、セネガル河開発機構（OMVS）を設け、発電と灌漑用のマナンタリ・ダムの建設（マリ領内）と塩水遡上防止と生活用水貯水のためのディアマ・ダムの建設（セネガル領内）を含む巨大開発プロジェクトを推進するため協力を始めた。1970年代前半の干ばつによって生じた危機意識もあってプロジェクトに対する期待は高まった。このような期待の高まりは、従来３カ国の間にあった根強い不信感を乗り越えてプロジェクトを推進するための原動力となった。

FAOは、セネガルとモーリタニアの両国は、1970年代に一帯を襲った干ばつによって、食糧事情が急速に悪化する危険のある国として指定していた（Higgins et al.,1982）。また、モーリタニアについては高い人口成長率（2.8％）も食糧事情を悪化させる要因として懸念されていた。開発資金については、当時外貨がだぶつき気味であった中東産油国をはじめ、独、仏、イラン、アフリカ開銀等
が積極的な協力を申し出た。これらの協力を得て計画は進み、1986-87年に両ダムは完成した。

この結果、洪水の発生は激減し、中流域での米とサトウキビの増産、電力の安定供給などの便益が得られた。灌漑地を所有する大規模農場主、産業界、都市の富裕層などがその便益を享受した。しかし、計画全体が実施されていないことも相俟って、事業のもたらす便益は、いずれの分野においても当初期待された程度に達しなかった。

他方、セネガル流域の比較的貧しい住民は、開発計画の実施によって得た恩恵よりも被害の方が多かった。流域住民の蛋白源であったデルタ上部地域の漁業生産は減少した。住血吸虫、マラリア等の疾病被害は増大した。伝統的農漁業により摂取していた野菜や魚の消費減に伴う栄養不良の増加、洪水により帯水層への水の自然な補給が断たれたことに帰因する遠隔地における下痢疾患の増加などの被害が見受けられた。中流域では、伝統的な家畜の飼育方法が変化した。遊牧民は、干ばつ、ダム建設による洪水の減少、灌漑農地の増加による放牧地の減少に対処しなければならなかった。牧草が減ったことにより農地への立ち入りが増えるなど、遊牧民と農民の間の緊張が高まった。家畜へ水を与えるためには農地をとおらなければならないが、この緊張の高まりによって遊牧民が河に近づくことが困難になった。

開発によって、沿岸の一部の農地において集約的農業が可能になり、土地の価値が急上昇したことに目を付けたモーリタニアのエリート層（主にムーア人）は、この機に土地所有に関する法制を改めて、沿岸のアフリカ系黒人の放逐を試みた（Holowits 1989）
。1989年、牧草を求めて農地に立ち入ったモーア人とセネガル黒人との間の争いの結果、セネガル黒人農民が殺されたことをきっかけに、セネガル在住のモーア人が経営する商店等17000件が打ち壊されモーア人はモーリタニア側に放逐された。双方でそれぞれ数百人の死者が出た。モーリタニア政府は新しい土地法制の執行を更に推進し、同国河沿岸に居住していたアフリカ黒人はセネガル人であるとして市民権と土地所有権を剥奪し、7万人をセネガルに放逐した（Belotteau 1989）。

ブバカール（Boubakar 1991）は、モーリタニア側がこのような対応をした背景として次のような点を指摘している。過去20年来、モーリタニアは干ばつと地下水位の低下、砂塵による椰子の被害など悪化する自然状況に晒されていた。同国は国際社会に支援を求めたが必ずしも十分な支援が得られなかった。セネガル河沿岸は両岸ともアフリカ黒人（南北ともに両国人が入り乱れていた）が農耕を営みつつも伝統的なしきたりから北のモーア人の遊牧民に対して農地の立ち入りを認めていたが、干ばつの影響で従来より頻繁に農地に立ち入るモーア人との争いが頻発していた。ダムの建設によって農地の集約的利用が進む中で、遊牧民に対する立ち入りが更に制限されるようになり争いが激化してきた。ダムの建設によって両岸のアフリカ黒人が裨益したのに対し、遊牧民は、ここから閉め出されて不満が鬱積していた。ちなみに、ダムの建設が行われる以前は、主にモーリタニアで遊牧を営むモーア人とセネガル河両岸で農業を営むセネガル系アフリカ黒人との間では交易や交流も盛んであり、両者の間での結婚も少なくなかった、と言われている。

巨大開発プロジェクト実施の決断に至る背景として、人口増大と土地の疲弊（人為による環境的欠乏）と干ばつ（自然的環境的欠乏）があった。そのような環境的欠乏が深刻化し、歴史的な人種的相克と相俟って紛争の可能性を高めていた中で、開発は実施された。開発（ダム建設）によって河川沿いの土地の価値は上昇し、これと対照的に干ばつによって内陸部の生活が困窮を極めていく中で、水と水の得られる土地を巡る争いが武力紛争に発展した。この事例は、本来地域住民の社会の福祉向上と経済発展を目的としたはずの開発行為が武力紛争に発展する過程に結果として深く関与することになったものとして注目される。

更に、誰がこのような開発の実行を可能にしたか、という点も重要である。上述のとおりこの巨大開発には中東産油国を筆頭に多くの国や援助機関が関わったが、当時、オイルダラーの還流のために積極的な融資が行われており、また、当時、途上国全般に対する積極的な援助競争が展開されていたという背景があったことも忘れてはならない。結果論ではあるが、遊牧民と農民の共生関係や伝統的農漁業の変化が流域住民に及ぼす影響、水系環境の変化による感染症のリスクなどについて、より慎重なアセスメントが行われていたならば、果たしてプロジェクトが当初計画通り行われていたか、という点については疑問なしとし得ない。
６−６　惨劇への導線（ルワンダ）

　1994年4月から7月までの僅か数ヶ月の内戦において、総人口が800万人の国民のうち、50〜100万人が同じ国民によって虐殺され、210万人を超える難民
が発生した。この惨劇については、社会構造としての民族対立と貧困、環境破壊の関係、及びそれぞれが虐殺の勃発に与えた影響などについてすでに多くの言説がある
が、「人々を区分し異民族として対立させたのは、植民地支配と国家の権力作用にほかならない」（松田1998）という点については概ね共通認識が形成されつつある。

ここで問題としたいのは、「何故、民族対立を助長し虐殺にまで至らしめるような国の政策が有効たり得たのか」という点である。虐殺前夜においては、ルワンダ政府自身がマスメディアを通じツチ族に対する憎悪が煽り虐殺を慫慂したが、そもそも、このような政策の選択は少なくとも人道的立場からは想定しうる最悪のオプションである。通常の現代社会の感覚では、政府はそのようなオプションを取り得ないし、また、万が一とったとしても、国民がそのような扇動に惑わされる可能性も高くない。ルワンダにおいて、何故そのような政策が選択され、かつそのような政策が有効であったのか、これに対して、どんな要因がどのような影響を与えたのか、などの点を見てみたい。

まず、ルワンダにおける貧困と食糧の不足に関してみると、これらは近年にはじまったことではない。ルワンダの飢饉は、半ば恒常的なものであった。1900年から1950年までの50年のうち3分の1の17年間が飢饉であった
。1921-22年のギサカ、ガティボの飢饉では数千人が死亡した
。1960年代と70年代における急速な食糧増産によって食糧事情は一時小康を得たかに見えたが、1980年代に入って事態は急速に悪化した。1980年から1990年までの10年間で一人当たりの生産量は20％低下し
、1990年から1993年の間に更に9〜17％
低下した、といわれている。ルワンダの人口密度は、1980年代には200人／m2を越え（1997年で273人
）、サブサハラアフリカ全体の10倍を越える超過密状態の中で、人口増と生産減の両方が進行した。

1980年代以降、状況が急速に悪化した原因には次のようなものがある。

· 1980年代において、可耕地の拡大が限界に達したこと（1970年代までの食糧増産は生産効率の上昇によるものではなく森林を切り開いて農地を拡大したことによるものであったが、このような農地の拡大が1980年代において限界に達した）

· 可耕地の拡大が限界に達した後、既往の農地において環境容量を超えた収奪が続き、過耕作によって地力が衰えたこと

· 輸出収入の8割以上を占めるコーヒーの国際市況が安定せず、1977年の高騰を最後に交易条件が長期低落傾向にあったため、国家経済は停滞し、経済社会インフラの整備などに手が回らなくなったこと

· これを打開するための肥料の投与その他の投資は、国際援助に頼るほかなかったが、これらは当時の支配階級の出身地である北西部以外にはほとんど投入されなかったこと

貧困と人口圧力が環境破壊を招き、環境破壊によって貧困が深刻化した。更に、頻発する飢饉、疫病の流行、度重なる戦火に加えて、フツ族の抵抗と弾圧、そして、特に、1959年の万聖節の騒乱以降の民族対立と殺戮の歴史が繰り返され
るなかで、貧困と武力紛争は相乗して民族間の拭いがたい不信と敵意を醸成していった。1980年代以降、新規の土地が開拓できない中で土地を巡る争いが各地で頻発した。都市に炙れでた人々を吸収する雇用がなく、その一部は武装集団に吸収されていった。これらが積み重なって、暴力がより日常的なものとなっていったことやある種の暴力容認の文化土壌が形成されていった点も看過できない。

貧困と環境破壊と武力紛争の中で、国家の財政は破綻し政府は弱体化した。北の隣国であるウガンダや南の隣国であり民族対立の問題を共有するブルンディにおける相次ぐ争乱、1984年の干ばつ、1987年の国際コーヒー組織におけるクォーター制失敗、1988年の紅茶国際価格の下落などルワンダを囲む厳しい状況もこれに追い打ちをかけた。

しかし、貧しい人々の不満が昂じてこれが閾値に達し政府の喧伝にのって虐殺行為に走った、という直線的な構図では必ずしもないという点は、パーシバルとホーマー・ディクソン（Percival＆Homer-Dixon 1995）や首藤（1997）が指摘するとおりである。土地が得られず貧しさのために都市に炙れでた貧困層を吸収した武装集団が虐殺遂行の先兵となったのは事実ではあるが、虐殺を主導しかつ組織的にこれを推進したのは、比較的豊かな北西部のフツ族支配層からなる軍隊であった。彼らは、アルーシャにおけるハビャリマナの「譲歩」によってこれまで自分たちの比較的裕福で安定した生活の基盤が揺らぐことに強い危機感を抱くことになった。ハビャリマナ政権を支え多くの権益を得ていた北西部においては、同政権が、大量に流れ込む国際援助をこの地域に集中させていたこともあり、食糧事情等は必ずしも悪化していなかった。

これとは対照的に、貧しい南部のフツ族は食糧事情の悪化により生活は困窮を極めていた。しかし、政府系のメディアにより繰り返されたツチ族抹殺のキャンペーン
にも拘わらず、即座には呼応しなかった。パーシバルら（1995）によれば、人口急増と過剰耕作による生態系崩壊の中で最も窮乏を極めていた南部は、ハビャリマナの暗殺後、少なくとも数週間の間、比較的平穏であった、と言われている。南部における虐殺は、北部から移動してきた軍によって組織的かつ半ば強制的に行われた。南部の住民が虐殺に加わったもあったが、この多くは軍から強制されて行ったものである、という見方が強い。しかも虐殺の対象には、ツチ族のみならずフツの反政府勢力も含まれていた。自分と自分の家族の生命を守り反体制ではないことを自ら証明するために虐殺行為に何らかのかたちで拘わらざるを得なかった、という者も少なくない（Dallaire 1995）。

ルワンダは未曾有の環境的危機と貧困に晒されていたが、虐殺の首謀者が意識していたのは、ルワンダ国家の危機ではなく、北西部のフツ族支配層の既得権であった。ここで強調しておきたいのは、その既得権は、絶望的な貧困と対立の渦中における既得権であったという点である。そこにおいて既得権を失うことは、すなわち再び貧困に身を埋めるともに、今度は自分たちが圧迫と隷従を余儀なくされる状況に身を晒すことを意味する。圧倒的な貧困と加速する環境破壊と度重なる武力紛争の悪循環が、政府の採りうる政策の選択肢の幅を極端に狭めた。その中で、既得権を失うことによって貧困に転落するのみならず報復の恐怖にも怯えた支配勢力によって最悪の手段をとらせた、というところにルワンダの悲劇がある。

外部との関わりについても改めて言及しておきたい。ルワンダの内戦と虐殺はルワンダの社会と人々のみの責に帰されるべきものではない。むしろ、外部の要因が与えた影響が極めて大きいと見るべきであろう。とりわけ植民地の負の遺産が決定的な影響を及ぼしているという点は周知のとおりである。

民族対立の構図は植民地時代において助長され確立し脆弱な社会構造を特徴づける基本構造となった。植民地経営は、天候と国際市況に左右されるコーヒーの栽培のために、優良農地を徹底してコーヒーのプランテーションに転換させた。これは現在でも外貨収入源の8割以上が、コーヒーであるという脆弱な経済構造として受け継がれてきている。

これらの社会や経済の脆弱性は、貧困、環境破壊と武力紛争という三つの困難の悪循環に介在し、これを促進する重要な要因となっている。独立後、「民主主義」の名の下に、ツチ族からフツ族の支持に変えた白人やカトリック教会もルワンダ内政に大きな影響を与えた。特に、ラテンアメリカにおける「解放の神学」と同様な見地から「抑圧され搾取された者は抑圧者に対して立ち上がれ」と説いたカトリック教会の姿勢は宗教関係者の虐殺関与に繋がった
。それぞれの政治的状況から対立する一方の勢力を支援してきた周辺国の役割も無視できない。また、専制的な権力構造を介して行われた国際援助も、その動機は如何様であれ結果的に当該構造を支援することに繋がった。

アルーシャ協定締結に向けての国際社会の関与からも教訓が得られる。末期のハビャリマナ政権は、対外的には国際社会の主張に耳を傾ける姿勢を示しつつ、国内においてはツチ族排斥のプロパガンダを画策した
。国際社会の主張に従い、ハビャリマナが民族融和の民主的政権への移行を決意した時、フツ族支配層は自らの指導者をも切り捨て、ツチ族抹殺という人道的に最悪のシナリオを選択した、という見方がある
。アルーシャ・プロセスは、ルワンダにおける民族融和の国家と社会の再建を目指し、その動機と方向性は正しいものではあった。しかし、それが、国民のほとんどが貧困と紛争の渦中で生存の危機に晒されており、かつ支配者層でさえ自らの生存について切迫した危機感を抱いていたと推察される国に対する具体的な処方箋として、果たして最善のものであったかどうか、という点については疑問と反省が残る。

1993年8月のアルーシャ和平協定調印を受けて、同年11月から展開された国連ルワンダ支援団（UNAMIR）は、その後、発せられた種々の警報にもかかわらず、1994年4月、虐殺が全国に拡大した状況においてなすすべなく、2500人から300人に縮小された
。そこにおいて進行した大虐殺と難民の大量発生は、更なる貧困と環境破壊を生み、将来の紛争への火種を遺すとともに、国家の体制を更に弱体化させることに繋がっていった。

内戦からの復興は国際社会の援助に頼ることになったが、ODA受取額の対GNP比は、1995年には63％、1996年には53％に達した
。1985年に対GNP比21.4％であった対外債務は1998年には60.8％に達した
。1989-91年の食糧生産を100とした場合の食糧生産指数は、1998年で82まで落ち込んでいる
。惨劇の再発を防ぎながらルワンダが復興開発の軌道に乗るためには、課題が山積しており、これに対して同国政府と社会の能力はあまりにも限られているが、そのような状況において、国際社会の「適切な」介入が求められているところである。

６−７　平和への長い道のり（カンボジア）

1975年4月から3年8ヶ月に亘ったポルポト政権時代に虐殺されたカンボディア人の数を正確に知る者はいない。少なくとも110万人、最大で200万人が虐殺され、あるいは、過酷な労役などで死に至ったとされている
。少なくとも7人に1人が自国民の手によって不幸な死を遂げたことになる。しかし、この悲劇は突然起こったわけではなく、そこに至る長い歴史的経緯があった。

12世紀のアンコール・ワット建立によって栄華を極めた王国は、その後周辺国との争いに敗れ縮小の一途を辿ったが、フランスの進駐以降は圧倒的な国際社会のパワーポリティクスに翻弄され続ける。

ティオン（Thion 1993）は、1953年の独立以来の半世紀に亘るカンボディアの政変と内戦の歴史について逆説的な意味合いを込めて、「継続的に反復する過程」であったと総括している。シアヌークからロンノル、ヘンサムリンを経てパリ和平合意に至る過程において、それぞれの政治勢力は、異なる政治スローガンを掲げたが、政治変革の過程は同じだというのである。政治権力の奪取は常に暴力的に行われ、前の権力者は放逐されるが、貧困がもたらす社会不安の中で、その後圧制が始まり、最後に自らが用いたのと同様の暴力的な手段で権力を失う。

ソーポン・プー（Sorpong Peou 2000）は、カンボディアの民主化に関する詳細な分析において、「UNTAC以前に外部介入が同国に与えた影響」と「カンボディアにおける専制の存続」の間の関係に対してより多くの注意が払われるべきであると主張している。

ヒルブランドとポーター（Hilbrand & Porter 1976）は、何故ポルポトが政権を奪取することができたか、という点に着目し、ロンノル親米傀儡政権下の情勢を分析した。ロンノルのクーデターによってシアヌーク政権が崩壊した1970年には世界有数の米の輸出国であったカンボディアは、クメール・ルージュがプノンペン入りする前年の1974年にはすでに深刻な飢餓に見舞われていた。ヒルブランドらによれば、飢餓の原因は、ロンノル政権下における腐敗と失政、その間放置された農村の疲弊、そしてそれらを東西冷戦構造の中で黙認しつつ同政権を支え続けた米国の政策にある、とされている。

1969年に246万haであった水田はロンノル政権末期の1974年に50万haに激減していた
。1969/70年において380万tであった米の生産量は1974/75年にはこの87％減の49万tに落ち込んだ。1968年には23万tの米を輸出していたが、その後すぐに食糧援助を仰ぐ国に転落した。プノンペンの孤立化の中で、1970年以来米国の食糧援助がプノンペンに集中投下され1974年には28万tの米が供与された
。しかし、これらの米の多くは適正に分配されず政府の倉庫から忽然と消えて後、軍や政府関係者等、某かの有力者の介在を経て市場に出回るというようなことも珍しくなかったとされている
。

この間、プノンペンの人口は、60万人から300万に膨れあがった
。全国的な飢餓と貧困の中で、プノンペンの支配階級は豊かな暮らしを享受していたが、これらの富の源泉は外国からの援助であった。1974年の米国による軍事援助のうち少なくとも半分は、これらを市場で再販することによって得られた利益によるものである、との推定もある
。1974年のロンノル政権の財政収入の97.8％は外国からの援助が占め、そのほとんど（全体の95.1％）は米国からの援助が占め、国内税収等によるものは僅か2.2％に過ぎなかった
。この過程で、都市（首都）に対する農村の敵意、そして、都市内部において利権に潤う支配階級に対する不満が貧困層や避難民などの間において醸成され鬱積していった。

ヴィカリー（Vickery 1984）は、ポルポト政権を「農民革命国家」（peasant revolutionary state）と規定した。彼は、貧困に喘ぐ農民の力と裕福な都市支配階級に対する敵意が同政権の初期における支持基盤となったと分析している
。これに対し、ソーポン・プー（2000）は、「発育不全の全体主義」（rudimentary totalitarianism）と規定した
。ソーポン・プー は、ヴィカリーが貧農の積極的な（proactive）役割を過大評価していると批判しつつも、ヴィカリーと同様に当時の社会を規定していた圧倒的な貧困に着目した。そして更に、スターリニズムなどと対比においてポルポト体制を分析したチョムスキーとヘルマン（Chomsky & Herman 1979）の言説を踏まえ、経済的な後進性と社会の強制力としての武力の使用が表裏一体となっていたという点がポルポト政権を特徴づけている、としている。

このような分析から、ポルポト体制における内戦と大量虐殺に至る過程で、貧困と内戦の相互の間に密接な関係があり、かつ、そこにロンノル体制の失政とこれを支えた外国援助が介在し重要な役割を果たしてきたことが窺われる。

このような戦乱と貧困の深化の過程で、環境の悪化がどのような影響を与えたか、という点については、既往の文献や当時を知る現地関係者へのヒヤリングなどにおいても必ずしも明らかではない。ただし、1970年代以降、30年に亘る長い内戦の間に、戦闘行為継続に必要な戦費調達や、あるいは混乱の乗じた軍関係者の利得行為のために、それぞれの軍事勢力が行った森林資源の収奪については、よく知られているところである。

ポルポト派によって各地の水力発電施設の殆どは破壊されたが、この結果、薪炭への依存度は更に高まり森林資源の過剰消費に拍車をかけた点も見逃せない。JICAの調査によれば、1980年から1990年の間にカンボディアの森林資源は年率1％の割合で減少し13万1000haの天然林が消失した
、とされている。この減少率自体は、他の途上国との比較において突出したものではないが、問題は、まず、１）内戦の間における森林伐採のほとんどが軍事目的乃至違法行為によって行われ、経済社会開発に資することはなかったという点であり、更に、２）その間、内戦の混乱の中で、他のインドシナ諸国において行われたような人工林の造成が一切行われず、その分森林資源が正味減少したという点である。

カンボディア西部のタイ国境付近は、ロンノル政権からヘンサムリン政権に至る時期を通じてポルポト派の主な拠点があったが、同地域の森林破壊は顕著であった。この時期、森林資源に多くを依存していた貧農がポルポト派に徴用されていった。このような森林資源の収奪行為は、1991年のパリ和平合意後も主にポルポト派及び同派を偽装した他派によって継続された
。国際社会は、平和構築と環境保全の両面から、この点を問題視しカンボディア政府に対して取締措置の強化を迫ったが、1990年代を通じて違法伐採は継続され、2000年に至ってようやく規制が効果を挙げつつある
。

1991年のパリ和平合意後、国際社会による新しい「介入」が行われた。国連による平和構築活動である。国連カンボジア暫定統治機構（UNTAC）は、「平和建設を目指す新世代PKO」と呼ばれ
、停戦監視に留まらず、紛争の根本的解決の前提条件として、人権の確保とカンボディアの人々による総選挙を通じた新政府の樹立を支援することにあった
。

1993年の民主選挙の施行と新憲法の制定を経て成立した新政府に対して、日本をはじめとする各国及び援助機関が本格的な復興支援を展開した。カンボディアは、DAC新開発戦略の重点国にもなり、1995年には、GDPの2倍以上にあたる567万ドル
のODAが投入された。

しかし、復興への道のりは遠い。経済インフラのみならず、虐殺によって失われた人材と紛争の平和的解決のための社会の機能を回復するためには、まだまだ長い年月が必要である。国土の２％に当たる3600km2には未だ400万から600万個と推定
される地雷が埋設されている。国際社会の支援を得て鋭意除去作業が進められているものの、これをすべて取り除くには現在のペースであと350年かかる計算になる。

国の発展を支えるはずの人材の多くは、虐殺によって失われた。例えば、内戦終結時において生き残った裁判官は10名に満たなかったと言われている
。政党間や与党内の派閥の争いは絶えず、またその多くは暴力の行使に発展する。司法から教育の現場まで、あらゆるところに汚職やルール違反が蔓延している。土地法や登記の制度が未整備な中で政府や軍の有力者が貧しい人々の土地を収奪するという事態が頻発している。戦後復興の目玉のひとつとして期待されていた「カンボディア地雷対策センター」（CMAC）の幹部が、外国の援助を得て地雷を除去した土地を政府高官や軍幹部などに売り渡す、というような事件も発生している
。経済発展の兆しは見えてこず、月20ドルという薄給で志気の上がらぬ政府の職員と対照的に、国際NGOその他外国からの援助関係者が最も忙しそうに様々な開発プロジェクトを推進している。

2000年5月にパリで開催されたカンボディア支援国会合のメインテーマは、「ガバナンスと経済改革」となった。同会合において、フンセン首相は、「平和と安定を取り戻し、国際社会への復帰がなった今、政府は、貧困の削減に正面から取り組まなければならない」としたうえで、法による統治、汚職の追放、行政・立法・司法の三権を司る機関の効率性・透明性・信頼性を向上させることなど、ガバナンスを緊急かつ重大な課題として挙げた。環境問題に関しては、森林の違法伐採の取締強化、森林保全、地元民による森林の管理と活用の促進などが重点課題とされている。同首相は、マクロ経済運営や財政に関する近年の改善状況
を踏まえ、カンボディアを離陸直前の飛行機に例え、国内の人材が極めて乏しい中で開発を進めるためには、今まさに国際社会の集中的な支援が必要であると訴えている。2000年9月、カンボディアは、国土の約3分の2を占める森林資源の保水能力が減衰する中で、観測史上最大の洪水に見舞われ、全人口の３分の１、全作付け農地面積の３分の１が被災した。同年11月、首都プノンペンで反政府グループによる政府施設への襲撃事件が派生し1998年以来の平穏な情勢に再び不安を呼び起こした。

更に問題を深刻にしているのは、カンボディアの政府やエリートに対する普通の人々の拭いがたい不信感である。現在のエリート層のほとんどは、内戦時に先進国で暮らしていたか、あるいは、ポルポト派と何らかの関係を有していた者であり、また、内戦終結後の現在においても、弱者からの土地の収奪などを繰り返している。従って庶民の感覚として、そのようなエリート層を信頼をすることはできない、と言われている
。カンボディアの人々の多くが心情的にも信頼を寄せる政府が確立されることは、同国の復興にとって不可欠の要件であるが、そのためには、まだまだ長い年月が必要とされる。

「平和なしに持続的開発はあり得ない、また、平和と開発は表裏一体である」という見解は、カンボディア政府、市民団体、研究者などの殆どにおいて共有されている
。また、そのために農村の生活を支え、国の生産力の基盤をなす国土の環境保全に対する理解も着実に深まりつつある。

すべてが無いもの
尽くしの状況において、平和と開発と環境保全という、複数の目標を一体的に追求するためには、「国際社会との連帯を如何に保つか
」という視点が不可欠となっている。

� ポンディング（1994a）、pp7-18


� 前掲p6


� 前掲pp109-110。（以下、本段落についての事実関係は同書に基づく。）


� 宮崎（1990）


� このほかにも日本各地には古くから、物に魂が宿り、これを粗末にすると物が妖怪などになって現れるという類の伝承が残っている。『百鬼画談』、『四書京伝余師』及び『静軒痴談』については古川街角美術館（バーチャル美術館）所蔵


� 襖の下張りには使用ずみの紙（反古紙）が再利用されたが、その中には、例えば、熊本新田藩主細川利愛が古河藩主土井大炊頭に宛てた書状などもあり、当時の支配階級においても徹底したリサイクルが実践されていたことが窺われる。


� 物価も超長期にわたり安定しており、江戸政府が安定してから150年間は米の値段は2倍程度の範囲の中で変動し、蕎麦の値段は、1660年代から200年間1杯16文のままであったといわれている。（前掲加藤p138）
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